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第三章　倫理風土尺度
─組織の倫理風土からみた従業員の組織逸脱行為─

櫻　井　研　司

1．問題と調査目的

　日本経済団体連合会（2005；以降経団連と略）が，570社を対象に実施した調査によると，

7割以上の企業が従業員の倫理順守を今後 2・3年で最も優先的に取り組むべき課題として

あげていた．また同調査によれば，倫理教育をとおした倫理規範の浸透化や，組織横断的な

権限を持った倫理監査機関を設置するなど，倫理推進へ積極的に取り組む企業が増加傾向に

ある．このような企業の倫理意識の高まりは，従業員の非倫理的な行為が会社に損失を与え

うることが一つの要因として挙げられる．例えば，Center for Retail Research（2011）の調査

によれば，我が国の小売業界は年間 7,740億円の売り上げロスがあるが，このうち 1,451億

円（約 20％）は従業員の窃盗によるものである．また世界 95か国，5,128社を対象とした

経済犯罪調査によると，日本の企業は海外の企業と比較して経済犯罪の発生件数は少ないも

のの，従業員による内部犯罪（例：横領）の割合とその損害額は高い傾向がある

（Pricewaterhouse Cooper, 2014）．

　経団連（2005）の調査結果によれば，倫理規範に対する企業の意識は近年高まっており，

さらに積極的な倫理遵守への取り組みも盛んになっている．実際，経団連が 2009年に実施

した追跡調査においては，88％の企業が自社の倫理推進状況について高い自己評価を与えて

いた．しかし企業が倫理推進状況について肯定的な見解を抱く一方，マスメディアによる組

織の不祥事報道件数は，2005年から 2009年のあいだ際立った減少傾向が認められない（図

1参照）．また日本監査役協会（2009）が，現役監査役 2,375名を対象に実施した匿名アンケー

ト調査によれば，10人中 3名の監査役が，在任中に重大な倫理違反行為（例：顧客からの

横領やインサイダー取引）があったことを認めており，さらに組織内の倫理違反はむしろ増

加傾向にあると認識していた．したがって倫理遵守のための組織的な取り組みは，企業が期

待しているほど従業員の倫理行動を高めるうえで効果があがっていない可能性がある．

　多くの倫理行動研究者は，従業員の倫理遵守へ効果的に取り組むためには，倫理規範や倫

理教育の制度自体だけではなく，その取り組みによって組織が期待するような倫理認識が，

従業員たちの間で醸成されているかを調査することが重要であると指摘している（Schwartz, 

2004; Victor & Cullen, 1988）．倫理行動研究において，このような従業員たちの倫理規定や慣

習についての認識を「倫理風土」と呼ぶが，倫理風土は不祥事が起こりやすい企業と，そう

ではない企業を選別するうえで重要な予測変数であることが先行研究で示されてきた
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（Andreoli & Lefkowitz, 2009; Shimha & Cullen, 2012; Smith, Thompson, & Iacovou, 2009; Trevino, 

den Nieuwenboer, & Kish-Gephart, 2014; Wimbush & Shepard, 1994）．一方我が国においては，

倫理風土に関する実証研究の数が乏しく，倫理風土と倫理行動との関連性の検討や，これら

の研究から得られる学術的な知見が労働の現場へ十分に応用されているとは言えない．その

背景には，妥当性が確認された倫理風土の測定尺度が開発されておらず，経営者や倫理に携

わる実務家が，倫理風土を測定できないという根本的な問題がある．したがって本研究では，

組織の倫理風土を量的に捉えるための尺度を，倫理発達理論（Kohlberg, 1968）と倫理風土

モデル（Victor & Cullen, 1988）に基づき開発することを第一の目標とする（第 3章：調査 1）．

また同尺度の妥当性を検討するうえで，倫理風土と従業員個々人の倫理行動との関連性を探

り，今後の倫理風土研究を展開するうえで学術的な土台をつくることを第二の目標とする

（第 4章：調査 2）．

2．倫理行動の近位的な予測要因としての倫理風土

　多くの企業は，公式の倫理方針を「経営理念」，「倫理原則」，またはこれらを詳細に記述

した「倫理綱領」で明示する（高，2013）．そしてこれら公式の倫理方針は，社内の配布資料，

倫理教育研修，および経営トップや倫理委員会とのコミュニケーションをとおして，組織全

体での伝達・共有がはかられる．一方，情報を受容する従業員たちは，公式の倫理方針を意

思判断の拠りどころとし，どのような行動が正しく称賛に値し，またどのような行動が規則

図 1．主要メディア 3 社，朝・夕刊内の企業不祥事に関する報道件数の推移（各報道機関のデータ
ベースで「企業」と「不祥事」のキーワード検索を行った結果にもとづき筆者が作成）
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に違反し罰則の対象となるのかといった，倫理に関する規範認識をつくりあげる（日詰，

2006; Ehrhart, Schneider, & Macey, 2014）．この様な倫理規範に関する認識，つまり倫理風土

の機能とは，異なる倫理価値観をもった従業員に対して共通した倫理意思決定の基盤を与

え，組織全体の倫理行動に方向性と統一性を与えることである（Martin & Cullen, 2006）．

　論理的に，公式の倫理方針は組織内で形成される倫理風土の重要な基盤となり得る．しか

し実際には，従業員を取り巻く倫理環境は公式なものに限られないため，倫理風土に影響を

及ぼす要因はより多様である．例えば，以下 2つの文言は，それぞれ別々の企業の経営理念

である．

「日本の子供たちに正義の精神と夢の世界を取り戻し，希望を与えよう」

「お母さんの気持ちで，ベストクオリティー・ベストサービスを提供する」

　どちらの経営理念も，消費者を重んじた価値観を明言しており，後者が性別的役割を感じ

させる以外は倫理の観点からも称賛に値すると言える．しかし，前者は児童向け雑誌の読者

に対し，景品が当たると広告しながら実際には発送せず，景品表示法に違反したことが発覚

した，ある書店の経営理念である．一方後者は，社内で取り決めた安全基準を超過した食品

を出荷し，賞味期限表示法の違反を長年つづけたことが発覚した菓子メーカーのものであ

る．これらの事例からも分かるように，公式の倫理方針は必ずしも倫理行動にはつながらず，

また実際の倫理風土を反映するとは限らない．例えば，倫理規定に反するような指示を，上

司が部下に対して非公式な形で伝達する事例も多く報告されている．米国で 2年毎に実施さ

れている企業倫理調査においては，8％の従業員が過去 1年間の間に，上司から直接倫理違

反をするよう圧力を受けたことを認めていた（Ethics Resource Center, 2014）．高 &ドナルド

ソン（2003）によれば，我が国においても自由な反論が難しい一般従業員に非倫理行動の傾

向が強く，その背景には不正を強要するような，あるいはそれを受容するような暗黙の了解

が働いている．つまり，企業が表向けに倫理方針の浸透に力を入れても，非倫理行為を許容・

黙認，あるいはそれらを強いる圧力が組織に内在すれば，公式の倫理方針は形骸化する．ま

た，経営トップ自身の言動が倫理方針と一致しない場合（Mayer, Kuenzi, & Greenbaum, 2010; 

Mulki, Jaramillo, & Locander, 2009），また非倫理行動に対する懲罰が一貫して履行されない場

合も（Barnett & Vaicys, 2000; Valentine & Barnett, 2002），公式の倫理方針と従業員の倫理認識

は剥離する傾向が強い．

　従業員を取り巻く組織の倫理環境のほかにも，従業員自身の態度は倫理風土の形成に影響

を及ぼすことが明らかにされている．例えば従業員の組織コミットメントは，企業の倫理推

進への取り組みと，倫理風土との関係を媒介する効果をもつ（Valentin & Barnett, 2002）．つ

まり，従業員の組織に対するコミットメントが低いほど，企業の倫理推進への取り組みは，

従業員の意識変化へ働きかける効果が乏しい傾向があり，またその逆もしかりということで

ある．我が国の労働者を対象とした調査研究においても，情緒的コミットメントと経営方針

への共感は，経営方針の浸透度合いに影響を及ぼすことが明らかにされている（高尾・王，
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2011）．したがって倫理風土とは，経営理念や倫理教育といった明示的な要因以外にも，従

業員間の非公式コミュニケーションなどの暗示的な要因，さらには従業員自身の態度といっ

た個人的要因を含む様々な要因に影響を受けると考えられる（Trevino, 2012）．

　従来，我が国の倫理行動研究では，多くの研究者が従業員の非倫理行為を予測する要因と

して，企業の公式な倫理方針（倫理綱領など），内部統制（コンプライアンス・ガバナンス），

あるいは法令や業界共通の指針といった，倫理制度面に着目してきた（小森，2000；久保田，

2009；山下，2010）．しかし前述した実証研究の結果が示すように，公式の倫理制度やその

取り組み自体は倫理風土へ反映されない場合がある．実際，欧米の先行研究においても公式

の倫理制度やその取り組みの有無自体は，従業員間の非倫理行動の分散を説明するうえで信

頼性が乏しい予測要因であることが指摘されている（Ethics Resource Center, 2005; Kish-

Gephart, Harrison, & Trevino, 2010; Schwartz, 2004: 2012; Waples, Antes, Murphy, Connelly, & 

Mumford, 2009）．本調査において，倫理風土に着目するのは，組織の倫理規範についての従

業員の認識が，従業員の倫理行動とより直接的にかかわっていると考えるためである．つま

り倫理制度やその取り組みは倫理行動に遠位的に影響を及ぼす要因であるのにたいして，倫

理風土はより近位的に関わる要因と考えるためである．

2.2　倫理発達理論と組織の倫理風土

　本研究では，倫理風土認知尺度を開発するにあたって倫理発達理論（Kohlberg, 1981）と

倫理風土モデル（Victor & Cullen, 1988）を理論的枠組みとする．前者は，倫理判断を行う際

の人間の思考，いわゆる倫理論拠が変容する過程を説明する発達理論である．後者は，

Kohlberg（1981）の理論を組織研究に展開した理論モデルである．以下説明するとおり，倫

理風土モデルが提唱する 3つの倫理基準（利益，善行，原理）は，職業生活における従業員

の倫理判断と関連性が高く，また社会学の役割理論的な枠組みを採用することによって，従

業員個人の倫理のみならず，彼・彼女らが組織と社会から求められる倫理的役割の検討をも

可能にしている．

2.2.1　Kohlberg の倫理発達理論　Kohlberg（1968; 1981）によると，人間の倫理行動の背景

にある論拠には大きく 3つの発達段階があり，それは一般的に年齢と比例して向上していく

（c. f., Gilligan, 1982）．第一段階は「前慣習ステージ」とよばれ，この発達段階の個人は主に

利益主義に基づいて倫理判断および倫理行動を行う．利益主義とは，諸行為の善悪や可否を

決定するにあたって，自己の福利を最優先する倫理価値観である．一方，「慣習ステージ」

と呼ばれる第二発達段階において，個人が重んじるのは社会集団の期待に応え，周囲と同調

し，そして社会的秩序を守ることである．第三の倫理発達段階は「脱慣習ステージ」とよば

れ，この発達段階において重視される倫理論拠は Kantの義務論と似た，理性に導きだされ

る “普遍的な倫理原理 ”である．普遍的な倫理原理とは，状況，文化，時代を超えて，行為

そのものが倫理的となる “絶対的な ”倫理基準である．Kohlberg（1981）はその例として，
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公平，博愛，平等，正義といったいわゆる倫理の黄金律（The Golden Rules）に基づく基準

をあげている．

2.2.2　組織の倫理風土　Victor & Cullen（1988）によると，従業員が認知する組織の倫理環

境は，倫理基準と対象基準という 2つの次元からその傾向が分類される．「倫理基準」とは

前節で紹介した Kohlberg（1981）の 3つの倫理発達段階－ 1）前慣習ステージ，2）慣習ステー

ジ，3）脱慣習ステージ―に該当するが，Victor & Cullen（1988）はこれらを順に，利益

（egoism），善行（benevolence），原理（principles）と名付けた．「対象基準」という二つめの

次元は，1）個人（individual），2）組織（local），3）社会（cosmopolitan）という 3つのレベ

ルで構成されており，これらは個人がどの範囲で他者を象徴的自己と見なし，倫理判断や倫

理行動の対象とするかを反映する．具体的に，“個人 ” レベルの対象基準とは文字どおり本

人が倫理判断や行動の焦点となることを意味し，“組織 ” レベルの対象基準とは個人が属す

る会社や団体といった特定集団が倫理判断の対象となり，そして “社会 ” レベルにおいては，

個人が属する集団をこえたより大きな枠組みの社会集団（国家や地域社会）が対象となる．

　上記それぞれ 3つの倫理基準と対象基準の掛け合わせから，理論的に 9つの異なる企業組

織の倫理風土を概念化することが出来る（表 1）．“個人の利益 ”を反映する倫理風土とは，

自己中心的な倫理判断や自己利益（例：個人業績，昇進，課題遂行など）を追求する傾向が

従業員たちの間で蔓延している程度を示す．一方，“組織の利益 ”を反映する倫理風土とは，

会社の経済的利益や戦略的優位性など，組織の利益を増大する意思判断，およびそれに順ず

る行動が従業員の間で優先される程度を示す．“社会の利益 ”を反映する倫理風土とは，従

業員たちが自分自身，勤め先の企業，ならびに地域・国家を一つの共同体と見なし，そのシ

ステムの経済的利益（例：効率性，生産性）へ寄与することが重視される傾向を示す．

　“個人の善行 ”を反映する倫理風土とは，同僚に対する同調や援助活動など，個人関係

（例：友情，互恵関係）に基づいた相手への思いやりが重視される傾向である．一方，“組

表 1．Victor & Cullen（1988）の倫理風土モデル

対象基準（Frame of reference）

倫
理
基
準

個人 組織 社会

利益
（Egoism）

個人の利益

（個人業績，昇進など）

組織の利益

（会社の収益，マー
ケットシェアなど）

社会の利益

（産業・国の生産性，
効率性など）

善行
（Benevolence）

個人の善行

（思いやり，同調など）

組織の善行

（愛社・チーム精神な
ど）

社会の善行

（地域・社会貢献など）
（Ethical 
criteria）

原理
（Principle）

個人の原理

（個人の倫理，宗教値
観など）

組織の原理

（組織の規定など）

社会の原理

（法律，業界共通の指
針など）
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織の善行 ”を反映する倫理風土とは，個人関係ではなく，会社の成員という地位に基づいた

愛社精神やチーム精神を重視し，また組織に属する従業員全体の福利を増大・保護すること

が優先される傾向である．“社会の善行 ”を反映する倫理風土とは，組織が事業活動をとお

して地域の文化，市民生活，教育など，地域や国家全体の福利へ貢献することが重視される

傾向を意味する．

　“個人の原理 ”を反映する倫理風土とは，従業員各自が個人の倫理価値観（例：宗教の教

え）や職業的信念に基づいて倫理判断・行動を行う傾向を意味する．一方，“組織の原理 ”

を反映する倫理風土とは，倫理原則，倫理綱領，行動規定など，組織が定義づけた倫理基準

とその手続きによって，従業員が倫理判断・行動を行う傾向である．“社会の原理風土 ”を

反映する倫理風土とは，組織が属する業界や，国家の定義づけた倫理原則（業界倫理規定，

法律など）を，意思決定や行動する場面で重視する傾向の強さを示す．

3．「倫理風土尺度」の開発

　本調査の目的は，上記 9つの倫理風土次元を想定した倫理風土尺度を開発することであ

る．尺度項目には，Ethical Climate Questionnaire（ECQ: Victor & Cullen, 1988）を邦訳したも

のと，Kohlberg（1968）の倫理発達理論にもとづき筆者らが独自に作成した項目とを合わせ

て検討した．新項目を作成する理由は，ECQの妥当性に懸念があるためである．例えば

Martin & Cullen（2006）の文献レビューによると，ECQの因子構造を分析した結果，9つ全

ての倫理風土次元が確認された先行研究も存在するが（Agarwal & Malloy, 1999; Cullen, 

Victor, & Bronson, 1993），その他多くは次元が重複し，因子構造が安定しないことが指摘さ

れている．この問題について，倫理風土の 9次元はあくまでも理論的な概念であり，現実に

は複数の倫理風土の構成パターンが存在する，という主張もある（Simha & Cullen, 2012）．

これは例えば，従業員の数が極端に少なく，“個人の善行 ”と “ 組織の善行 ”の境界が曖昧

になる，といった例が挙げられよう．この様に組織特有の事情から，従業員が理論的に分類

された倫理風土を経験上区別できなくなり，その結果因子構造が理論値一致しなくなること

は十分考えられる．しかし，ECQの因子構造が安定しない理由として考えられるのはそれ

だけではない．第一に，理論的概念を測定するためには，その独自の概念を尺度項目が十分

な範囲で測定しなければならないという基本的な前提がある（Clark & Watson, 1995; 

Thompson, 2004）．ところが ECQは，いくつかの倫理風土の次元を極めて少ない項目数で測

定するため（最小＝ 1），充足度が十分ではない可能性がある．またこれと関連して，ECQ

は Kohlberg（1968）の倫理発達理論を土台に開発されているものの，倫理発達ステージを象

徴する重要な倫理論拠が項目に十分に反映されていない（Arnaud, 2010）．ECQが倫理風土

の概念を測定するうえで充足度を欠くならば，倫理風土次元それぞれ固有の概念を測定する

力が低下し，因子間の弁別性の低下から因子構造の不安定化を招いたということが考えられ

る．第二に，探索的因子分析はサンプル数が少ない場合推測値が不正確になりやすい統計で
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あるが，その傾向は項目あたりの被験者数が 10名以下で顕著になることが示されている

（Costello & Osborne, 2005）．これに関して，例えばMartin & Cullen（2006）のメタ分析の対

象となった先行研究を見てみれば，ECQの因子分析に関する記述があった 15稿の論文のう

ち，上記の条件を満たしているのはわずか 2稿のみであった．これは先行研究で指摘されて

いる ECQの因子構造の不安定性が，尺度の妥当性の問題ではなく調査手法に起因している

可能性を示している．

　以上，ECQは理論に基づいて開発され，使用頻度も高い尺度である一方，近年の調査研

究の結果から妥当性に関する問題が指摘されている（Arnaud, 2010）．したがって本研究にお

表 2．倫理風土尺度の探索的因子分析結果（回転後）

因子負荷量 共通性
因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 因子 5 因子 6 因子 7 因子 8

私の会社では・・・

個人の利益
1． 従業員は，他の何にもまして
自分自身の利益を守る a 

-.09 .68 .02 .09 -.04 .08 -.05 -.01 .44

2． 従業員は，たいてい自分のこ
とばかり考えている a

-.11 .85 .02 .04 -.03 .02 -.09 .07 .71

3． 個人の道徳観や倫理観が立ち
入る余地はない a

.00 .65 -.00 -.09 .04 -.01 .08 -.01 .50

4． 自分のミスを他人のせいにし
ようとする人が多い b

.06 .70 -.03 -.11 -.01 -.10 .04 .04 .60

5． 成功（例 : 昇進，業績・報酬アッ
プ）するのは，他の従業員の
ことを気にかけない保身に徹
する人だ b

.12 .67 -.01 -.01 .03 -.18 .06 -.09 .57

6． 従業員は自分の業績をあげるの
に忙しく，細かい倫理や道徳的
配慮をしている時間などない b

.01 .70 -.09 .00 -.03 .00 .12 .01 .63

7． 倫理的におかしいと思う行為が
あっても，自分に不利益が及ば
なければ従業員は問題に介入し
ない，あるいは関わらない b

-.06 .69 -.06 .02 .02 -.03 .14 -.03 .68

組織の利益
1． 従業員は，自分達にとって何
が最良なのかをとても気にか
けている a

-.04 .02 .17 .00 -.10 .42 .08 -.06 .28

2． 意思決定をする際，従業員一
人一人へ配慮することが期待
されている a

.04 -.03 .10 .04 -.04 .59 .03 .06 .49

3． 倫理や道徳をいちいち守って
いると，会社の利益にならな
いという認識が社内にはある b

-.02 .14 .02 .02 -.03 -.06 .73 -.02 .67
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4． 会社の利益につながるなら，
倫理，あるいは道徳的でない
ことでも多少は目をつぶって
もらえる b

-.09 .05 .01 .02 -.05 .00 .84 .05 .81

5． 多少の製品・サービスの品質
の誇張は，結果的に会社の利
益になるのなら許される b

-.08 .02 -.04 .00 -.07 .05 .76 .04 .67

社会の利益 

1． 何をするにも最も効率の良い
方法が，私の会社では常に正
しい方法である a

-.06 -.03 -.07 .06 -.65 .05 .14 .03 .47

2． 従業員は，何にもまして，効
率的に働くことを期待されて
いる a

-.05 -.01 .00 .03 -.75 -.04 .00 .02 .54

3． 従業員の主たる責任は，コス
トを削減することである a

.10 .10 -.11 .04 -.63 -.14 .09 -.11 .50

4． 問題への効率的な解決が，会
社から常に求められる a

.02 -.01 .01 -.04 -.74 .04 -.06 -.06 .59

5． 従業員は，社会全体の資源（例： 
人材，知識，技術など）を増
大させることが会社の存在意
義であると考えている b

.30 .02 .07 -.05 -.40 .18 .04 .07 .44

6． 従業員は，事業活動を通して
日本の産業や経済活動を効率
的にすることが，何よりも重
要だと認識している b

.14 .01 .08 .02 -.52 .13 -.09 .00 .46

個人の善行
1． 従業員は，お互いの利益を見
守りあっている a

.09 -.04 -.01 .03 -.08 .58 .07 -.08 .47

2． 何が他人にとって最善かとい
うことが，常に重たる関心ご
とである a

.18 -.11 .00 -.01 -.04 .57 .07 -.05 .56

3． 主な関心ごとは，従業員一人
一人にとって何が最良かとい
うことだ a

-.01 .06 .08 .08 -.05 .62 .04 .05 .44

4． 会社の仲間内で，互いの恩義
にこたえるためなら，自分の
力が及ぶ限り何でもするのが
当たり前だ b

.05 -.10 .09 .07 -.04 .51 .04 -.03 .45

組織の善行
1． 最も重要だと思われているこ
とは，会社全体のすべての人々
の幸せである a

.02 -.02 -.02 -.01 .01 .81 -.12 -.02 .73

2． 何が従業員全員にとって最善
であるかということが，主と
して考慮されている a

.05 -.02 -.04 -.01 .03 .87 -.07 .00 .81

3． 各人は，従業員全員にとって
一般的に何が最良かというこ
とを気にかけている a

.06 -.07 -.07 -.02 .01 .85 -.05 -.04 .80
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4． 最も重要だと思われているの
は，各人がお互い思いやりを
もった行動をとることだ b

.06 -.08 .00 .05 .08 .75 -.04 -.07 .73

5． 従業員全員の幸福感が，何に
もまして重要視されている b

.09 .00 -.06 .01 .11 .84 -.06 .03 .76

6． 倫理上どうなのかと感じるこ
とでも，上司や同僚がやって
いればそれが正しいと判断さ
れる b

-.06 .20 -.17 .09 .00 -.10 .44 -.20 .54

社会の善行
1． 従業員は，地域社会に対して
強い責任感を持っている a

.74 -.04 .02 .02 .00 .04 -.09 -.04 .70

2． 従業員は，消費者および公共
の利益のために積極的に関
わっている a

.69 -.06 .06 .03 -.01 .08 -.04 -.02 .69

3． 主な関心ごとは，会社の意思
決定が消費者や地域社会に及
ぼす影響である a

.80 .07 -.01 .02 -.02 .07 -.02 -.01 .70

4． 従業員は，常に社会全体の幸
福（例 : 生活の質，健康，環境
保全，教育，治安，文化）を
増大させることに強い関心を
もっている b

.78 -.03 -.02 .01 -.02 .11 -.01 .00 .75

5． 従業員は，会社の活動がおよ
ぼす社会的影響についてとて
も敏感である b

.83 -.05 .03 .00 -.02 -.04 .01 -.03 .73

6． 従業員は，常に社会全体に対
する義務や責任を意識するこ
とが求められている b

.76 .00 .12 -.01 -.08 -.07 -.04 -.07 .70

7． 商品・サービスの品質は，法
令や業界の基準よりもさらに
厳しく，徹底管理することが
求められる b

.50 -.03 .23 -.02 -.10 .05 -.08 -.02 .57

8． 人々の生活に幸せや満足感を
もたらすことが，この会社の
事業活動の大きな目的だとい
う共通認識がある b

.69 -.05 .07 .00 .00 .16 -.03 .00 .75

9． いかに利益を社会に還元でき
るかという，社会貢献の意識
がとても重視されている b

.80 -.03 -.01 .02 -.01 .08 .01 -.01 .75

10． 従業員は，環境保護や文化活
動などの，地域活動を支えて
いるという自負心がある b

.83 -.03 .00 .04 .04 .01 -.01 .00 .71

個人の原理 

1． 従業員は，何が正しくて，何
が悪いかを自ら決める a

.04 -.05 .11 .64 -.08 .08 -.16 .11 .57

2． 最も重要と思われていること
は，各人の善悪の感覚である a

.05 -.01 .13 .62 -.04 .15 -.11 .01 .58

3． 従業員は，自分自身の個人的
な倫理観に従って行動する a

.04 .05 .02 .83 .01 -.09 .03 .04 .67
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4． 対人マナーなど社内の風紀に
最も影響力があるのは，上司
の模範行動や会社の行動規定
ではなく，従業員それぞれの
道徳観である b

-.10 -.08 .00 .67 -.04 .02 .02 -.11 .47

5． 商品やサービスに問題が生じ
た場合，どう対処するかは従
業員の個人的な倫理観念に任
される b

.06 .05 -.12 .61 .06 .01 .14 .00 .42

組織の原理 

1． あらゆる人が会社の規則や手
続きに忠実であることが期待
されている a

.00 -.03 .17 .04 -.13 -.02 -.07 -.60 .55

2． 成功している人々は，会社の
方針に厳格に従っている a

.03 -.07 -.03 .01 -.05 .08 .01 -.71 .54

3． 会社の規則に従うことが，利
益の追求より優先される b

.08 .05 -.02 .01 .13 .03 .05 -.75 .56

4． 倫理綱領や行動規範に違反す
れば，自分の上司や部下でも，
懲罰から守ってあげることは
不可能だ b

-.02 .04 .17 -.08 -.11 .00 -.08 -.45 .35

社会の原理
1． 他のいかなる考慮にもまして，
法律上の規範に従うことが期
待されている a

-.02 .03 .66 .06 -.07 -.01 -.21 -.15 .71

2． 法律や職業上の倫理規定が主
として考慮されている a

.02 .04 .69 .03 -.05 .02 -.22 -.13 .78

3． 最初に考慮することは，決定
が何らかの法律を犯すかどう
かである a

-.01 .07 .68 -.04 -.01 .05 -.04 -.09 .54

4． 従業員は，厳格に法律あるい
は職業上の規範に従うことを
期待されている a

-.04 -.01 .65 .00 -.08 -.02 -.15 -.25 .72

5． 従業員は，会社の人の意見や
命令に反してでも，法律ある
いは職業上の規則に従って行
動する b

.04 -.03 .72 .00 .01 .02 -.03 .01 .60

6． 従業員は，他の従業員や上司
の気分を害してでも，法律あ
るいは職業上の規則に従って
行動する b

.06 -.03 .79 -.01 .01 .04 .02 .08 .66

7． 顧客に対してどのような行為
が，法令に違反するのかを従
業員はよく知っている b

.12 -.14 .72 .02 .04 -.01 .09 -.04 .67

8． 従業員は自分の業務に関して，
どのような行為をすれば法令
に触れるのかよく知っている b

.10 -.11 .75 .04 .06 .01 .12 -.02 .66

9． 法令に基づいて，従業員の権
利はしっかり守られる b

.09 -.04 .54 .01 .03 .21 -.13 .04 .63
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いて，同尺度をそのまま邦訳して使用せず，理論的な構成概念の測定への充足度を高め，さ

らに十分な数の被験者からデータを得たうえで尺度の妥当性を厳密に検討する．

4．方法

4.1　調査手続き

　本調査は，調査会社のパネルから無作為に抽出した 3,000名を対象に，2014年 7月にウェ

ブ・アンケート方式で実施した．調査を依頼した 3,000のうち 1,704名からの回答があった

が，このうち 1）パートタイム従業員と勤続年数が 3年以下の 183名，2）アンケートの途

中で離脱した 379名，2）無気力回答者 159名（例：すべての質問項目に対して 9割以上が

全く同じ回答）を分析の対象から除いた．その結果，残りの 983名が本調査の分析対象と

なった（回答率＝ 32.7％）．これら 983名の調査対象者と，分析から省いた回答者との間に

人口統計の偏りがあるかを検討した結果，学歴，勤続年数，職位，雇用形態，組織の従業員

数，産業分野，民間 /公的機関の分類，倫理規定の有無，倫理綱領の有無に関しては統計上

有意な偏りは認められなかった．しかし，職種に関してサービス業と輸送・機械運搬の割合

に多少偏りがあり（χ2
（10）＝ 25.33，p ＜.01），また女性の方が分析対象として含まれる傾向が

高かった（χ2
（1）＝ 7.76，p ＜.01）．年齢に関してはほぼ同等（分析対象の平均＝ 46歳 vs.分

析除外の平均＝ 45歳）であったため比較分析を行わなかった．

　分析対象者の人口統計は以下のとおりである：性別（男性 78.3％；女性 21.2％），平均年

齢（M＝ 46.1歳，SD＝ 8.23）， 勤 続 年 数（M＝ 16.1年，SD＝ 9.59）， 職 位（ 一 般 ＝

64.6％，管理職＝ 26.2％，役職・代表者＝ 8.9％），雇用形態（正社員＝ 91.2％，準社員＝ 1％，

契約・委託＝ 6.5％，派遣＝ 1.2％）．なお，回答者の個人情報を保護するため，回答者の登

録と本人確認はリサーチ会社が行い，その他の質問項目への回答データは研究者本人が回収

した．

4.2　倫理風土尺度作成の手続き

　倫理風土尺度は ECQ 全 36項目（Cullen et al., 1993）の邦訳版，および筆者らが作成した

倫理風土 42項目をもとに開発した．前者は翻訳の質を高めるため，翻訳の専門家と筆者が

独立して戻し翻訳作業を行った．その結果，英語（原文）の尺度と，戻し邦訳をした尺度と

10． 従業員の待遇に関して，どの
ような労働条件が法令に違反
するのか，従業員は知ってい
る b

.18 -.04 .59 .07 .09 .07 .04 .00 .56

寄与率 （％） 33.66 8.85 7.27 4.71 3.77 2.88 2.75 2.23 Σ66.11

因子抽出法＝主因子法 ,　回転法＝ Kaiserの正規化を伴う直接オブリミン法．|0.35|を超える因子負荷量は太字で表
記 .

a＝ Cullen & Victor （1992）の ECQ邦訳版，b＝ 筆者らが作成した倫理風土項目 .
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の間に “意味合いの違いを生ずる相違はない ”と判断された．後者 42の質問項目に関して

は，以下の手順で作成した．第一に，倫理学と産業・組織心理学の専門家 2名が，Kohlberg

（1981）の倫理発達理論 3ステージの定義を踏まえながら，倫理風土モデル（Victor & 

Cullen, 1988）をもとに 84の予備項目を作成した．次にこれら 84の予備項目を，1）発達段

階定義との一致度，2）項目の分かりやすさ，3）質問内容の重複，という 3つの基準から評

価した．その結果 39の項目を削除し，あらたに 2つの項目を付け加えることとなった．次に，

外部の専門家 3名（組織体・監査の専門家 1名，人事管理職 2名）の協力を得て，尺度項目

の分かりやすさと，表面的妥当性（尺度の項目が，想定する概念を測定しているように見え

るか否か）の観点から各項目を評価してもらった．これらの意見をもとに項目へ修正を加え，

さらに 5つの項目を除いた．その結果，42の項目が項目分析の最終候補として残った．

4.3　倫理風土尺度の教示

　倫理風土尺度を回答するにあたって回答者たちは，“あなたの会社の一般的な傾向につい

てお伺いします．「会社はこうあるべき」という理想的な基準ではなく「うちの会社の現状」

というあなた自身の認識に基づきそれぞれの項目が該当する程度を教えてください ”という

教示に基づき，Likert形式の 6段階（1＝全く違う～6＝全く当たっている）で回答した

5．結果

5.1　探索的因子分析

　項目分析では，第一に各項目の回答分布の対称性を検討し，著しい歪みが認められないこ

とを確認した（歪度＝－ 0.65～0.32）．次に，尺度項目の因子構造を検討するために探索的

因子分析を行った．因子の抽出には主因子法を，そして因子回転には倫理風土認知の次元間

に相関が予測されることから直接オブリミン法を用いた．項目の選別に関しては固有値が 1

を超える因子と関連性が乏しい項目（最も高い因子負荷量の絶対値が 0.35以下），および弁

別性が乏しい項目（複数の因子にまたがって負荷量の絶対値が 0.35以上）を削除した

（Tabachnick & Fidell, 2007）．これらの基準に基づき因子分析を反復的に行った結果，57項目

が保持されることとなった．因子の解に関して，固有値が 1を超える因子は 8つ確認され，

これらは全体の分散の 66.1％を説明していた．具体的に，1）個人の利益，2）組織の利益，3）

社会の利益，4）個人と組織の善行（合同変数），5）社会の善行，6）個人の原理，7）組織

の原理，および 8）社会の原理といった 8つの倫理風土の構成概念を反映すると考えられる

因子群が抽出された．各質問項目の因子負荷量を見てみれば，全体的に同じ構成概念を測定

して開発された項目は，それぞれ想定どおりの因子に対して負荷量が高いことが分かる．例

外として，“私の会社では，倫理上どうなのかと感じることでも上司や同僚がやっていれば

それが正しいと判断される ”という項目は，本来「組織の善行風土」を想定して筆者らが作

成したが，「組織の利益風土」を構成すると考えられる因子への高い負荷量が認められた．
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同項目を削除するか否かを検討した結果，この項目は「組織の利益風土」（集団内の利益を

保守することが優先され，またそれが正しい行為だという認知）を測定しているものと判断

できるため，「組織の利益風土」の項目として保持した．また ECQ（Victor & Cullen, 1988）の，

“私の会社では，従業員は自分達にとって何が最良なのかをとても気にかけている ”と “ 私

の会社では，意思決定をする際，従業員一人一人へ配慮することが期待されている ”という

2項目は「組織の利益風土」を測定するはずであるが，「個人と組織の善行風土 」を構成す

る因子に対して高い負荷が認められた．これら 2つの項目を，後者の尺度項目として採用す

ることも可能であったが，開発者の意図に反した項目の使用は望ましくないため，これらを

倫理風土認知尺度には含めないこととした．表 3には，因子間の相関値を示した．因子間の

相関は |.35|を超えるものが複数あることから，潜在的な因子間の相関を想定した斜交回転

を採用した判断が妥当であることを示している．

5.2　項目反応理論分析

　項目反応理論分析では，各項目が倫理風土の特性レベルを推定するうえでの正確さを検討

した．分析モデルには，同尺度が順序カテゴリカル変数であることから段階反応モデルを使

用した（Samejima, 2010）．尺度の情報量を維持しながら質問数を最小限に抑えるため，推定

値（Θ）の範囲，情報関数，および識別力（a）を総合的に判断した．具体的に，複数の項

目が同様の推定値の範囲を持ち，かつ情報関数も同等の場合，識別力が低い項目を削除した．

また，項目レベルでのモデル適合値を算出し，χ2を自由度で割った値が 5を超える項目も

削除した（Bollen, 1989; Schumacker & Lomax, 2004）．項目反応理論分析の結果は表 4に記載

した．

表 3．因子間の相関係数

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7.

1． 因子 1

2． 因子 2 -.34

3． 因子 3 .53 -.29

4． 因子 4 .13 -.04 .11

5． 因子 5 -.19 -.17 -.18 -.16

6． 因子 6 .66 -.43 .46 .31 -.23

7． 因子 7 -.21 -.48 -.38 .13 -.20 -.18

8． 因子 8 -.24 -.06 -.38 -.01 .21 -.08 .04
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表 4．倫理風土尺度の項目反応理論分析結果

項目パラメーター 項目情報 項目適
合値

a b1 b2 b3 b4 b5 Θ 情報関数 χ2/df

私の会社では・・・

個人の利益 
1． 従業員は，たいてい自分のこ
とばかり考えている a

2.37 -1.90 -0.88 -0.07 0.92 1.94 -0.30 1.65 1.64

2． 個人の道徳観や倫理観が立ち
入る余地はない a

2.09 -1.57 -0.59 0.60 1.49 2.34 1.55 1.31 1.71

3． 成功（例 : 昇進，業績・報酬アッ
プ）するのは，他の従業員の
ことを気にかけない保身に徹
する人だ a

2.28 -1.45 -0.56 0.46 1.30 2.03 1.40 1.57 1.98

4． 従業員は自分の業績をあげる
のに忙しく，細かい倫理や道
徳的配慮をしている時間など
ない b

3.30 -1.28 -0.40 0.43 1.29 1.89 1.50 3.17 2.20

5． 倫理的におかしいと思う行為
があっても，自分に不利益が
及ばなければ他の従業員は問
題に介入しない，あるいは関
わらない b

3.77 -1.29 -0.53 0.16 1.02 1.77 -0.50 3.94 2.88

組織の利益
1． 倫理上どうなのかと感じるこ
とでも，上司や同僚がやって
いればそれが正しいと判断さ
れる b

1.77 -1.30 -0.55 0.48 1.56 2.26 -0.75 0.96 2.07

2． 倫理や道徳をいちいち守って
いると，会社の利益にならな
いという認識が社内にはある b

3.13 -1.04 -0.25 0.65 1.62 2.15 1.80 2.86 2.76

3． 会社の利益につながるなら，
倫理，あるいは道徳的でない
ことでも多少は目をつぶって
もらえる b

6.27 -0.77 -0.14 0.56 1.47 1.99 1.50 10.23 2.63

4． 多少の製品・サービスの品質
の誇張は，結果的に会社の利
益になるのなら許される b

3.02 -0.87 -0.19 0.62 1.68 2.35 1.90 2.63 3.75

社会の利益 
1． 何をするにも最も効率の良い
方法が，私の会社では常に正
しい方法である a

1.10 -2.82 -1.62 0.17 2.01 3.65 -1.85 0.37 2.83

2． 問題への効率的な解決が，会
社から常に求められる a

1.89 -2.54 -1.80 -0.70 0.76 1.92 -2.00 1.09 3.03

3． 従業員は，社会全体の資源（例： 
人材，知識，技術など）を増
大させることが会社の存在意
義であると考えている c

2.06 -1.79 -1.16 -0.13 1.29 2.29 -1.30 1.29 4.15
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4． 従業員は，事業活動を通して
日本の産業や経済活動を効率
的にすることが，何よりも重
要だと認識している b

2.51 -2.19 -1.55 -0.75 0.70 1.82 -1.70 1.90 3.87

個人と組織の善行
1． 何が他人にとって最善かとい
うことが，常に重たる関心ご
とである

1.97 -1.74 -0.93 0.28 1.63 2.78 -1.20 1.16 2.23

2． 会社の仲間内で，互いの恩義
にこたえるためなら，自分の
力が及ぶ限り何でもするのが
当たり前だ b

1.85 -2.24 -1.62 -0.52 0.93 2.26 -1.80 1.02 2.25

3． 最も重要だと思われているこ
とは，会社全体のすべての人々
の幸せである a

3.62 -1.40 -0.87 -0.10 0.88 1.70 -1.10 3.82 1.18

4． 各人は，従業員全員にとって
一般的に何が最良かというこ
とを気にかけている a

4.73 -1.46 -0.79 0.04 1.12 1.97 -0.80 5.92 2.05

5． 最も重要だと思われているの
は，各人がお互い思いやりを
もった行動をとることだ b

4.11 -1.60 -1.05 -0.18 0.87 1.68 1.60 4.36 2.26

6． 従業員全員の幸福感が，何に
もまして重要視されている b

4.24 -1.17 -0.68 0.16 1.05 1.80 -0.90 5.13 2.09

社会の善行
1． 従業員は，常に社会全体の幸
福 （例 : 生活の質，健康，環境
保全，教育，治安，文化）を
増大させることに強い関心を
もっている b

3.35 -1.47 -0.77 0.15 1.18 1.97 -0.90 3.14 2.90

2． 従業員は，会社の活動がおよ
ぼす社会的影響についてとて
も敏感である b

3.10 -1.45 -0.78 0.08 1.12 1.91 -0.95 2.77 3.80

3． 商品・サービスの品質は，法
令や業界の基準よりもさらに
厳しく，徹底して管理するこ
とが求められている c

2.31 -1.90 -1.21 -0.19 0.92 1.73 -1.40 1.60 3.94

4． 人々の生活に幸せや満足感を
もたらすことが，この会社の
事業活動の大きな目的だとい
う共通認識がある b

4.66 -1.42 -0.85 -0.05 0.92 1.54 1.10 5.59 4.27

5． いかに利益を社会に還元でき
るかという，社会貢献の意識
がとても重視されている

3.95 -1.34 -0.73 0.12 1.08 1.85 -0.80 4.33 3.57

個人の原理 
1． 最も重要と思われていること
は，各人の善悪の感覚である a

2.74 -1.92 -1.35 -0.32 0.88 2.00 -1.60 2.24 3.89

2． 従業員は，自分自身の個人的
な倫理観に従って行動する a

3.02 -1.85 -1.26 -0.15 0.92 1.95 -1.50 2.67 4.22
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3． 対人マナーなど社内の風紀に
最も影響力があるのは，上司
の模範行動や会社の行動規定
ではなく，従業員それぞれの
道徳観である b

2.32 -2.03 -1.28 -0.16 1.12 2.25 -1.55 1.60 4.91

4． 商品やサービスに問題が生じ
た場合，どう対処するかは従
業員の個人的な倫理観念に任
される b

1.69 -2.46 -1.62 -0.36 1.16 2.66 -1.85 0.86 4.68

組織の原理 
1． あらゆる人が会社の規則や手
続きに忠実であることが期待
されている a

1.96 -2.68 -2.19 -1.00 0.40 1.40 0.90 1.69 2.73

2． 成功している人々は，会社の
方針に厳格に従っている a

2.46 -2.01 -1.36 -0.07 0.96 2.04 -1.60 1.38 2.57

3． 会社の規則に従うことが，利
益の追求より優先される b

2.16 -2.01 -1.21 0.22 1.29 2.25 -2.30 1.15 3.10

4． 倫理綱領や行動規範に違反す
れば，自分の上司や部下でも，
懲罰から守ってあげることは
不可能だ b

1.45 -2.64 -1.86 -0.39 0.82 1.91 0.85 0.64 3.77

社会の原理
1． 法律や職業上の倫理規定が主
として考慮されている a

3.57 -1.98 -1.58 -0.76 0.25 1.08 0.30 3.42 2.77

2． 従業員は，厳格に法律あるい
は職業上の規範に従うことを
期待されている a

5.64 -1.99 -1.61 -0.79 0.22 0.91 -1.80 8.99 3.30

3． 従業員は，他の従業員や上司
の気分を害してでも，法律あ
るいは職業上の規則に従って
行動する b

0.90 -3.76 -2.57 -0.23 1.67 3.25 1.65 0.25 2.82

4． 顧客に対してどのような行為
が，法令に違反するのかを従
業員はよく知っている

1.19 -2.98 -2.14 -0.50 0.89 2.17 0.09 0.44 3.09

5． 従業員は，自分の業務に関し
て，どのような行為をすれば
法令に触れるのかよく知って
いる

1.84 -2.39 -1.64 -0.70 0.56 1.79 -1.80 1.04 2.43

尺度の教示： あなたの会社の一般的な傾向についてお伺いします．「会社はこうあるべき」という理想的な基準ではな
く， 「うちの会社の現状」という， あなた自身の認識に基づいて答えてください．

評価段階 :  1 ＝ まったく違う， 2 ＝ だいたい違う， 3 ＝ 少し違う， 4 ＝ 少し当たっている， 5 ＝ だいたい当たっている， 6 

＝ まったく当たっている．
注： Θ＝項目の情報関数が最も高い推定値 ; 項目関数 ＝ 項目関数の最大値 .

a＝ Cullen & Victor （1992）の ECQ邦訳，b ＝ 筆者らが作成した倫理風土項目 .



－ 39 －

5.3　確認的因子分析

　構成概念妥当を検討するため，確認的因子分析をおこない倫理風土の因子構造モデルと

データの適合を検討した．分析の第一段階では，探索的因子分析が示唆するとおり「個人の

善行風土」と「組織の善行風土」を同じ構成概念と見なすか，それとも独立した構成概念

（Victor & Cullen, 1988）と見なす因子構造モデルのどちらを採択すべきか検討した．その結

果，「個人の善行風土」と「組織の善行風土」の 1因子解モデルと 2因子解モデルの適合度

は同等であったが（共に CFA＝ .98, NNMI＝ .97, RMSEA＝ .10, SRMR＝ .02），後者の因子

間の相関値（r＝ .95）は極めて高く，寛容な弁別妥当性の基準（r ＜ .90; Gold, Malhotra, & 

Segars, 2001）からしても独立した構成概念であると見なすことが困難であると判断した．

したがって，「個人の善行風土」と「組織の善行風土」に関しては 1次元解を採択した．分

析の第二段階では倫理風土の 8次元モデルを検討した．同モデルの適合度指標は，CFI＝

0.92, NNMI＝ 0.91, RMSEA＝ 0.06, SRMR＝ 0.06と許容可能な適合値が認められた（Kline, 

2005）．収束妥当性に関して，観測変数から潜在変数への因子負荷量はすべて 1％水準で有

意であった（因子負荷量の最大値＝ .98～最小値＝ .43）．弁別妥当性に関して，因子間の相

関の絶対値（最大値＝ .78～最小値＝ .12）は，いずれも因子を固有の構成概念を測定してい

ると見なす基準値（|r|＜ .85; Kline, 2005）以下であった．なお，8つの倫理風土を測定する

各尺度の内的一貫性（クロンバックα）は以下のとおりである：個人の利益＝ .88，組織の

利益＝ .88，社会の利益＝ .73，個人と組織の善行＝ .92，社会の善行＝ .92，個人の原理＝ .82，

組織の原理＝ .77，社会の原理＝ .90．

6．考察

　Simha & Cullen（2012）によると，組織が醸成する倫理風土は多種多様であるため，複数

の倫理風土の認知構成パターンが存在することは現実的であり問題がないと述べている．こ

の解釈は論理的に可能であることは本稿でも説明したとおりであるが，筆者はこの問題の別

の要因として尺度項目の充足度不足を指摘した．その理由は，共通の因子を測定する項目数

の少なさと（例えば 3項目以下 ; Tabachnick & Fidell, 2007），因子の不安定性には関連がある

ためである．このため本調査では，倫理風土の各次元をより広範囲に測定するための予備項

目を作成し，さらに項目数あたり 10名以上の回答者を対象に因子分析を行った．その結果，

個人の善行風土と組織の善行風土の項目が同じ因子に合流している以外，それぞれの質問項

目はすべて想定どおりの倫理風土概念を反映すると考えられる因子との関連が強く，また因

子構造も倫理風土モデルと一致する結果が得られた．個人の善行風土と組織の善行風土の項

目が同一の因子に合流していた結果に関して，一つの可能性として企業規模の影響が考えら

れる．具体的に，「個人の善行風土」とは同僚に対する同調や援助活動など，個人関係に基

づいた相手への思いやりが重視される傾向である．一方「組織の善行風土」とは，個人関係
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ではなく，会社の成員という地位に基づいて組織に属する従業員全体の福利を増大・保護す

ることが優先される傾向である．しかし，従業員数が少ない組織において，その少数の従業

員同士の相互的な思いやりを “個人の善行風土 ”を反映すると見なすのか，組織全体の “組

織の善行風土 ”を反映すると見なすのか境界が曖昧になる事は十分考えられる．別の可能性

としては我が国の雇用慣習による影響が考えられる．ECQが開発された北米と比べて，我

が国では組織間の人材移動（転職）が少なく，また組織内の配置異動も珍しいことではない．

このような就労環境において，従業員たちは対人関係を深める機会は多く，またその期間も

長い．さらに対人交流は部署内に限られるものでもない．もし従業員が組織内の様々な人々

と人間関係を構築出来るのであれば，個人関係に基づく従業員同士の思いやりと，組織に属

する人々全体に対する思いやりは必ずしも明確に区別できなくなることは有りえる．項目反

応理論分析においては，倫理風土の潜在特性を判断するうえで識別力が高く，かつ情報関数

値の重複が少ない 37項目のみを選抜して倫理風土尺度の最終版とした．これら 37の項目を

確認的因子分析で検討した場合も，探索的因子分析の結果と同じ 8因子モデルと十分な適合

性が認められた．最後に，8つの倫理風土を測定する尺度の内的一貫性（クロンバックα）

は以下のとおりであった：個人の利益＝ .88，組織の利益＝ .88，社会の利益＝ .73，個人と

組織の善行＝ .92，社会の善行＝ .92，個人の原理＝ .82，組織の原理＝ .77，社会の原理＝ .90．
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